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　収　 入 （単位：円）

   第1項 営業収益

   第2項 営業外収益 99,000 0

　支　　出 （単位：円）

 第1款 工業用水道事業費用 109,195,000 0 0 118,119,000 0 0
（うち仮払消費税及び地
方消費税3,954,877円)

  第1項 営業費用 101,286,000 0 0 110,210,000 0 0
（うち仮払消費税及び地
方消費税3,954,877円)

  第2項 営業外費用 7,909,000 0 0 7,909,000 0 0

令和4年度五所川原市工業用水道事業決算報告書

（１） 収益的収入及び支出

予 算 額

 第1款 工業用水道事業収益 131,415,000 99,000 0 131,514,000 114,380,865 △ 17,133,135  （うち仮受消費税及び地方消費税　9,855,000円）

108,406,000 0 0 108,406,000 108,405,000 △ 1,000  （うち仮受消費税及び地方消費税　9,855,000円）

23,009,000 23,108,000 5,975,865 △ 17,132,135

予 算 額

8,924,000 0 118,119,000 110,312,997 7,806,003

8,924,000 0 110,210,000 102,404,131 7,805,869

0 0 7,909,000 7,908,866 134

区 分 決 　算　 額
予算額に比べ

決算額の増減
備 考当  初

予算額

補  正

予算額

地方公営企業法
第24条第３項の
規定による支出
額 に 係 る 財 源
充 当 額

合 計

区 分 決  算  額

地方公営企
業法第26条
第２項の規
定 に よ る
繰 越 額

不  用　額 備 考当  初

予算額

補  正

予算額

予備費

支出額

流  用

増減額

地方公営企
業法第24条
第３項の規
定 に よ る
支 出 額

小 計

地方公営企
業法第26条
第２項の規
定 に よ る
繰 越 額

合 計
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（２）資本的収入及び支出

　収　　入 （単位：円）

   第1項 企業債

   第2項 他会計出資金

  支　　出 （単位：円）

 第1款 資本的支出 276,100,000 0 6,653,000 282,753,000 235,000,000
（うち仮払消費税及び
地方消費税210,000円)

   第1項 建設改良費 234,660,000 0 6,653,000 241,313,000 235,000,000
（うち仮払消費税及び
地方消費税210,000円)

   第2項 企業債償還金 41,440,000 0 0 41,440,000 0

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額11,105,070円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額210,000円及び過年度分損益勘定留保資金10,895,070円で補てんした。

予 算 額

 第1款 資本的収入 260,943,000 0 260,943,000 0 0 260,943,000 32,643,973 △ 228,299,027

228,300,000 0 228,300,000 0 0 228,300,000 0 △ 228,300,000

32,643,000 0 32,643,000 0 0 32,643,000 32,643,973 973

予 算 額 翌　年　度　繰　越　額

0 276,100,000 0 43,749,043 0 235,000,000 4,003,957

0 234,660,000 0 2,310,000 0 235,000,000 4,003,000

0 41,440,000 0 41,439,043 0 0 957

区　　　　　　　分 決　算　額
予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
備　　　　考当  初

予算額

補  正

予算額
小　　　　　計

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係
る 財 源 充 当 額

継続費逓次繰
越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

合　　　　　計

区　　　　　　分 決　算　額 不　用　額 備　　　考当  初

予算額

補 正

予 算 額

流 用

増 減 額
小      計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合　　　計

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰 越 額

継 続 費

逓 次

繰 越 額

合　計
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財　　　務　　　諸　　　表
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（単位：円）

１ 営　業　収　益
（１）給 水 収 益 98,550,000
（２）そ の 他 の 営 業 収 益 0 98,550,000

２ 営　業　費　用
（１）原 水 及 び 浄 水 費 48,313,711
（２）配 水 及 び 給 水 費 0
（３）総 係 費 6,132,097
（４）減 価 償 却 費 42,745,336
（５）資 産 減 耗 費 1,258,110 98,449,254

営 業 利 益 100,746
３ 営　業　外　収　益
（１）受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,510
（２）他 会 計 負 担 金 100,000
（３）長 期 前 受 金 戻 入 5,852,355
（４）雑 収 益 3,000 5,975,865

４ 営  業  外  費  用
（１）支払利息及び企業債取扱諸費 7,908,866
（２）雑 支 出 113,583 8,022,449 △ 2,046,584

経 常 損 失 1,945,838
1,945,838
1,945,838

0

令和4年度五所川原市工業用水道事業損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

当 年 度 純 損 失
そ の 他 の 未 処 分 利 益 剰 余 金変 動 額

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
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減債積立金の積立
利益積立金の積立
建設改良積立金の積立
資本金への組入

当年度純利益

令和4年度五所川原市工業用水道事業剰余金計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
（単位：円）

剰　　　　　　　　　余　　　　　　　　　金
資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

補助金
資本剰余金
合　　　計

減債積立金 利益積立金
建設改良
積 立 金

未処分利益
剰  余  金

利益剰余金
合　　　計

前年度末残高 671,702,974 0 0 21,492,931 82,570,717 82,156,612 7,245,951 193,466,211 865,169,185
前年度処分額 0 0 0 0 7,245,951 0 △ 7,245,951 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 7,245,951 0 △ 7,245,951 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 7,245,951 0 △ 7,245,951 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

671,702,974 0 0 21,492,931 89,816,668 82,156,612 0 193,466,211 865,169,185
当年度変動額 32,643,973 0 0 0 △ 1,945,838 0 0 △ 1,945,838 30,698,135

減債積立金からの組入 0 0 0 0 0 0 0 0 0
利益積立金からの組入 0 0 0 0 △ 1,945,838 0 1,945,838 0 0
建設改良積立金からの組入 0 0 0 0 0 0 0 0 0
補助金の受入 0 0 0 0 0 0 0 0 0
補助金の返還 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計繰入金の受入 32,643,973 0 0 0 0 0 0 0 32,643,973

0 0 0 0 0 0 △ 1,945,838 △ 1,945,838 △ 1,945,838
（当年度未処理欠損金）

704,346,947 0 0 21,492,931 87,870,830 82,156,612 0 191,520,373 895,867,320

令和4年度五所川原市工業用水道事業欠損金処理計算書
 （単位：円）

当年度末残高 704,346,947 0 △ 1,945,838
利益積立金繰入額 0 0 1,945,838

（繰越欠損金）
0

資本金 資本合計

処分後残高

当年度末残高

資本金 資本剰余金
未　処　理                 
欠　損　金

処分後残高 704,346,947 0
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令和4年度五所川原市工業用水道事業貸借対照表
（令和5年3月31日）

（単位：円）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 3,957,172
建 物 219,676,841
減 価 償 却 累 計 額 △ 108,794,631 110,882,210
構 築 物 786,021,507
減 価 償 却 累 計 額 △ 525,527,028 260,494,479
機 械 及 び 装 置 504,579,431
減 価 償 却 累 計 額 △ 447,788,967 56,790,464
工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,903,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,807,850 95,150
建 設 仮 勘 定 12,500,000

有 形 固 定 資 産 合 計 444,719,475
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 806,660,723
電 話 加 入 権 59,696

無 形 固 定 資 産 合 計 806,720,419
固 定 資 産 合 計 1,251,439,894

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 282,711,862
未 収 金 17,384,400
前 払 金 78,188,000

流 動 資 産 合 計 378,284,262
資 産 合 計 1,629,724,156
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負　 　債　 　の　 　部
固 定 負 債

企 業 債 576,866,810
固 定 負 債 合 計 576,866,810

流 動 負 債
企 業 債 41,956,666
未 払 金 1,807,596
引 当 金 1,038,000

流 動 負 債 合 計 44,802,262
繰 延 収 益

長 期 前 受 金 439,606,126
収 益 化 累 計 額 △ 327,418,362

繰 延 収 益 合 計 112,187,764
負 債 合 計 733,856,836

資　 　本　 　の　 　部
資 本 金 704,346,947
剰 余 金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 21,492,931
利 益 積 立 金 87,870,830
建 設 改 良 積 立 金 82,156,612
当 年 度 未 処 理 欠 損 金 0

利 益 剰 余 金 合 計 191,520,373
剰 余 金 合 計 191,520,373
資 本 合 計 895,867,320
負 債 資 本 合 計 1,629,724,156
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五所川原市長　　佐々木　孝　昌

令和５年９月１日提出
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決　算　附　属　書　類
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  １　概　　況
（１）総　括　事　項

工業用水道事業は、工業用水の豊富かつ低廉な供給を図り工業の健全な発達に寄与することを目的とし、平成元年４月１日から一

 部供給を開始しました。平成４年４月１日からは全部供給となり、本年度末の契約状況は、計画給水量一日当たり9,300㎥に対し、

 申込給水量は6,000㎥で64.5％の契約率となっています。

   本年度事業収益は、104,525,865円で前年度と比べ290,803円（0.3％）の増額となり、事業費用は106,471,703円で前年度と比べ

 9,482,592円（9.8％）の増額となりました。  

   次に本年度純損失は1,945,838円で前年度と比べ9,191,789円（△126.9％）の減額となり、本年度未処理欠損金の1,945,838円に

 ついては、利益積立金から繰入し処理する予定です。

　建設改良については、工業用水道センターの１号ろ過ポンプを購入しました。

（２）経営指標に関する事項

本年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は98.17％で前年度と比べ9.30ポイントの減少となり、

 健全経営の水準とされる100％を下回っています。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は97.94％で前年度と比べ9.89ポイン

トの減少となり、事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況とされる100％を下回っています。

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は71.68％で前年度と比べ1.63ポイントの増加となり、法定

 耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は0.00％で前年度と変わらず、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管

 路更新率は0.00％で前年度と変わりません。

　＜経営指標の推移＞

H30 R1 R2 R3 R4

経常収支比率 113.30% 105.26% 103.36% 107.47% 98.17%

料金回収率 114.01% 105.45% 103.41% 107.83% 97.94%

68.46% 69.74% 68.43% 70.05% 71.68%

管路経年化率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

管路更新率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

令和４年度五所川原市工業用水道事業報告書

有形固定資産減価償却率
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（３）議会の議決等事項

提 出 年 月 日 議 決 年 月 日 備　　　　考

令和4年5月26日 ――――――

令和4年9月1日 令和4年9月15日 原案可決及び認定

令和4年9月1日 令和4年9月15日 原案可決

令和4年9月1日 ――――――

令和4年11月28日 令和4年12月13日 原案可決

令和5年3月2日 令和5年3月16日 原案可決

年度 事務職員 技術職員 労務職員 計

4 1人 0人 1人 2人

3 1人 0人 1人 2人

0人 0人 0人 0人

議案等番号 件　　　　　　　　　名

報告第5号
令和3年度五所川原市工業用水道事業
会 計 継 続 費 繰 越 に つ い て

議案第91号
令和3年度五所川原市工業用水道事業会計
利 益 の 処 分 及 び決 算 の 認 定 につ い て

議案第94号
令和4年度五所川原市工業用水道事業
会 計 補 正 予 算 （ 第 1 号 ）

報告第10号 令和3年度五所川原市資金不足比率について

議案第113号
令和4年度五所川原市工業用水道事業
会 計 補 正 予 算 （ 第 2 号 ）

議案第22号
令 和 5 年 度 五 所 川 原 市
工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算

（４）職員に関する事項

所　属　別 備考

損益勘定

損益勘定

比　　　　　　　　　　　較
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２　工　　事

（１）建設改良工事等の概況

３　業　　務

（１）業　務　量

件 件 件 ％

6,000 6,000 0 ㎥/日 ％

9,300 9,300 0 ㎥/日 ％

6,000 6,000 0 ㎥/日 ％

4,843 5,504 △661 ㎥/日 ％

㎥ ㎥ ㎥ ％

㎥ ㎥ ㎥ ％

工事名等 工事費等（円） 工事内容等

機械及び装置 2,310,000 ろ過ポンプ

計 2,310,000

比 較

増 減 増 減 率

年 度 末 給 水 契 約 件 数 2 2 0 0.00

配 水 能 力 ㎥/日 ㎥/日 0.00

計 画 給 水 量 ㎥/日 ㎥/日 0.00

契 約 給 水 量 ㎥/日 ㎥/日 0.00

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥/日 ㎥/日 △12.01

年 間 総 配 水 量 1,580,961 1,637,222 △56,261 △3.44

年 間 総 有 収 水 量 1,580,961 1,637,222 △56,261 △3.44

事 項 令和4年度 令和3年度
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款　 　項

1  工業用水道事業収益 104,525,865 円 104,235,062 円 290,803 円 0.28 ％

　1  営  業  収  益 98,550,000 円 98,275,500 円 274,500 円 0.28 ％

1 給 水 収 益 98,550,000 円 98,275,500 円 274,500 円 0.28 ％

2 そ の 他 の 営 業 収 益 0 円 0 円 0 円 　―

　2  営 業 外 収 益 5,975,865 円 5,959,562 円 16,303 円 0.27 ％

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,510 円 42,066 円 △ 21,556 円 △ 51.24 ％

2 他 会 計 負 担 金 100,000 円 0 円 100,000 円 皆増

3 長 期 前 受 金 戻 入 5,852,355 円 5,852,355 円 0 円 0.00 ％

4 雑 収 益 3,000 円 65,141 円 △ 62,141 円 △ 95.39 ％

（３）事業費に関する事項

款　 　項

1  工業用水道事業費用 106,471,703 円 96,989,111 円 9,482,592 円 9.78 ％

　1  営  業  費  用 98,449,254 円 88,578,101 円 9,871,153 円 11.14 ％

1 原 水 及 び 浄 水 費 48,313,711 円 40,334,415 円 7,979,296 円 19.78 ％

2 配 水 及 び 給 水 費 0 円 0 円 0 円 　―

3 総 係 費 6,132,097 円 5,418,484 円 713,613 円 13.17 ％

4 減 価 償 却 費 42,745,336 円 42,825,202 円 △ 79,866 円 △ 0.19 ％

5 資 産 減 耗 費 1,258,110 円 0 円 1,258,110 円 皆増

　2  営 業 外 費 用 8,022,449 円 8,411,010 円 △ 388,561 円 △ 4.62 ％

1 支払利息及び企業債取扱諸費 7,908,866 円 8,411,010 円 △ 502,144 円 △ 5.97 ％

2 雑 支 出 113,583 円 0 円 113,583 円 皆増

（２）事業収入に関する事項

区　 　分 比　 　較

目 増　 　減 増　 　減　 　率

区　 　分 比　 　較

目 増　 　減 増　 　減　 　率

令和4年度 令和3年度

令和4年度 令和3年度
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（１） 企業債及び一時借入金の概況

イ 企　業　債 ( 単位：円 ）

区 分 前年度末残高 本年度末残高

企業債 72,353,333 64,035,605

〃 587,909,186 554,787,871

660,262,519 618,823,476

ロ 一時借入金
( 単位：円 ）

備　　考

（１） 他会計負担金等の使途の特定について

イ 収益的収入

（イ） 他会計負担金100,000円については、手当の不課税仕入れに100,000円（特定収入以外）を充当した。

４　会　　　計

借  入  先 本年度借入金 本年度償還額

財 務 省 0 8,317,728

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 0 33,121,315

計 0 41,439,043

前年度末残高
本年度中における

借入高最高額
本年度末残高

0 0 0

５　そ　の　他

-14-



政令で定める財務諸表附属明細書
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    　 （単位：円）
  １　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 1,945,838
　　減価償却費 42,745,336
　　長期前受金戻入額 △ 5,852,355
    受取利息及び配当金 △ 20,510
　　支払利息及び企業債取扱諸費 7,908,866
    有形固定資産除却費 1,258,110
　　未収金の増減額（△は増加） 30,817,325
　　未払金の増減額（△は減少） △ 7,825,598
　　引当金の増減額（△は減少）　　 63,000
　　前払金の増減額（△は増加）　　 △ 78,188,000
　　小計 △ 11,039,664
    受取利息及び配当金 20,510
　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 7,908,866
　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 18,928,020

  ２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出 △ 2,100,000
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,100,000

  ３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 41,439,043
　　他会計からの出資による収入 32,643,973
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 8,795,070

△ 29,823,090
312,534,952
282,711,862

令和4年度五所川原市工業用水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

　資金増加額（又は減少額）
　資金期首残高
　資金期末残高
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（単位：円） （単位：円）

項 目 節 金 額 備  考 項 目 節 金 額 備 考

1 工業用水道 104,525,865 1 工業用水道 106,471,703

事 業 収 益 98,550,000 事 業 費 用 1 営業費用 98,449,254

98,550,000 48,313,711

給 水 料 98,550,000 給 料 4,237,200
　予算額
　4,238,000

0 手 当 1,700,878
　予算額
 1,884,000

手 数 料 0
賞 与 引 当 金
繰 入 額

684,000
　予算額

 684,000

2 営 業 外 　  5,975,865 法定福利費 1,958,949
　予算額
　1,974,000

  収    益 20,510 備 消 品 費 21,473

預 金 利 息 20,510 燃 料 費 0

100,000 通信運搬費 201,268

他会計負担金 100,000 委 託 料 2,609,640

5,852,355 手 数 料 3,500

長期前受金戻入 5,852,355 修 繕 費 3,960,000

3,000 動 力 費 27,280,226

賃 借 料 3,000 薬 品 費 2,114,070

負 担 金 3,522,584

保 険 料 19,923

0

修 繕 費 0

収　益　費　用　明　細　書

　収　　益 　費　 用

款 款

1 営業収益

1 給水収益

2 その他の
  営業収益

1 受取利息及
  び配当金

2 他会計負担金

3 長期前受金
  戻      入

4 雑  収　益

2 配水及び
  給 水 費

1 原水及び
  浄 水 費
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（単位：円） （単位：円）

項 目 節 金       額 備    考 項 節 金       額 備 考

3 総  係  費 6,132,097 2 営 業 外 8,022,449

報 酬 0
 予算額
    57,000

  費    用 1 7,908,866

給 料 2,432,700
 予算額
 2,433,000

企業債利息 7,908,866

手 当 1,033,480
 予算額
 1,162,000

2 113,583

賞 与 引 当 金
繰 入 額

354,000
 予算額
   354,000

そ の 他
雑 支 出

113,583

法定福利費 1,079,117
 予算額
 1,164,000

備 消 品 費 0

通信運搬費 0

委 託 料 192,000

手 数 料 6,800

使 用 料 380,640

修 繕 費 0

負 担 金 653,360

4 減価償却費 42,745,336

有形固定資産
減 価 償 却 費

25,809,917

無形固定資産
減 価 償 却 費

16,935,419

5 資産減耗費 1,258,110

固 定 資 産
除 却 費

1,258,110

款 款 目

支払利息及び
企業債取扱諸費

雑 支 出
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１　有形固定資産
（単位：円）

当年度減少額

土 地 3,957,172 ―

建 物 219,676,841 0

構 築 物 786,021,507 0

機 械 及 び 装 置 505,629,431 1,891,890

工 具 、 器 具
及 び 備 品

1,903,000 0

建 設 仮 勘 定 12,500,000 ―

計 1,529,687,951 1,891,890

（単位：円）

資 産 の 種 類

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

計

固　定　資　産　明　細　書

減　価　償　却　累　計　額

当年度増加額 累　　　　計

0 0 3,957,172 ― ― 3,957,172

0 0 219,676,841 3,163,346 108,794,631 110,882,210

0 0 786,021,507 19,876,715 525,527,028 260,494,479

2,100,000 3,150,000 504,579,431 2,769,856 447,788,967 56,790,464

0 0 1,903,000 0 1,807,850 95,150

0 0 12,500,000 ― ― 12,500,000

2,100,000 3,150,000 1,528,637,951 25,809,917 1,083,918,476 444,719,475

２　無形固定資産

年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高 年度末現在高 備　　　　考

823,596,142 0 0 16,935,419 806,660,723

59,696 0 0 0 59,696

823,655,838 0 0 16,935,419 806,720,419

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
年度末償却
未  済  高

備考
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（単位：円）

平成 8 年度 大 蔵 省 平成9年3月25日 18,700,000 1,026,679 16,558,980 2,141,020 2.80 ％ 令和7年3月1日

平成 9 年度 大 蔵 省 平成10年3月25日 3,600,000 183,229 3,026,778 573,222 2.10 ％ 令和8年3月1日

平成10年度 大 蔵 省 平成11年3月25日 9,800,000 488,478 7,740,769 2,059,231 2.10 ％ 令和9年3月1日

平成11年度 大 蔵 省 平成12年3月24日 32,300,000 1,568,751 23,970,401 8,329,599 2.00 ％ 令和10年3月1日

平成12年度 公営企業金融公庫 平成13年3月22日 9,700,000 538,842 8,027,649 1,672,351 1.70 ％ 令和8年3月20日

平成12年度 財 務 省 平成13年3月26日 22,800,000 1,067,551 16,024,765 6,775,235 1.60 ％ 令和11年3月1日

平成13年度 財 務 省 平成14年3月25日 13,500,000 633,944 8,651,875 4,848,125 2.20 ％ 令和12年3月1日

平成13年度 公営企業金融公庫 平成14年3月28日 16,600,000 924,339 12,703,351 3,896,649 2.10 ％ 令和9年3月20日

平成14年度 財 務 省 平成15年3月25日 18,500,000 831,122 11,480,600 7,019,400 1.20 ％ 令和13年3月1日

平成14年度 公営企業金融公庫 平成15年3月28日 26,400,000 1,386,868 19,222,013 7,177,987 1.15 ％ 令和10年3月20日

平成15年度 財 務 省 平成16年3月25日 12,700,000 568,970 7,064,751 5,635,249 1.90 ％ 令和14年3月1日

平成15年度 公営企業金融公庫 平成16年3月30日 14,300,000 757,230 9,460,271 4,839,729 1.80 ％ 令和11年3月20日

平成16年度 公営企業金融公庫 平成17年3月23日 13,000,000 678,679 7,851,537 5,148,463 2.00 ％ 令和12年3月20日

平成16年度 財 務 省 平成17年3月25日 11,700,000 514,481 5,918,374 5,781,626 2.10 ％ 令和15年3月1日

平成17年度 公営企業金融公庫 平成18年3月23日 13,100,000 670,424 7,228,033 5,871,967 2.00 ％ 令和13年3月20日

平成17年度 財 務 省 平成18年3月27日 7,900,000 340,504 3,671,070 4,228,930 2.00 ％ 令和16年3月1日

平成18年度 財 務 省 平成19年3月22日 8,900,000 375,342 3,727,389 5,172,611 2.10 ％ 令和17年3月1日

平成18年度 公営企業金融公庫 平成19年3月23日 14,600,000 732,340 7,272,597 7,327,403 2.10 ％ 令和14年3月20日

企　業　債　明　細　書

償　　　還　　　高

当年度償還高 償還高累計
種      　　　　　　類 発行年月日 発行総額 未償還残高 利率 償還終期 備　考

企
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
債
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（単位：円）

平成19年度 財 務 省 平成20年3月25日 8,500,000 352,069 3,224,374 5,275,626 2.00 ％ 令和18年3月1日

平成19年度 公営企業金融公庫 平成20年3月25日 14,000,000 688,527 6,305,766 7,694,234 2.00 ％ 令和15年3月20日

平成20年度 財 務 省 平成21年3月25日 4,600,000 187,491 1,566,355 3,033,645 1.90 ％ 令和19年3月1日

平成20年度 地方公営企業等金融公庫 平成21年3月25日 8,100,000 392,162 3,288,846 4,811,154 1.80 ％ 令和16年3月20日

平成21年度 財 務 省 平成22年3月25日 4,500,000 179,117 1,337,914 3,162,086 2.00 ％ 令和20年3月1日

平成22年度 地方公共団体金融機構 平成23年3月24日 49,800,000 1,761,907 11,661,481 38,138,519 1.90 ％ 令和23年3月20日

平成23年度 地方公共団体金融機構 平成24年3月27日 79,900,000 2,817,819 16,213,113 63,686,887 1.70 ％ 令和24年3月20日

平成24年度 地方公共団体金融機構 平成25年3月26日 96,500,000 3,405,240 16,528,537 79,971,463 1.50 ％ 令和25年3月20日

平成25年度 地方公共団体金融機構 平成26年3月27日 75,800,000 2,660,744 10,423,836 65,376,164 1.40 ％ 令和26年3月20日

平成26年度 地方公共団体金融機構 平成27年3月26日 69,200,000 2,446,760 7,253,329 61,946,671 1.20 ％ 令和27年3月20日

平成27年度 地方公共団体金融機構 平成28年3月24日 82,800,000 3,132,943 6,250,279 76,549,721 0.50 ％ 令和28年3月20日

平成28年度 地方公共団体金融機構 平成29年3月23日 35,800,000 1,331,421 1,331,421 34,468,579 0.60 ％ 令和29年3月20日

平成28年度 地方公共団体金融機構 平成29年3月23日 21,600,000 1,400,070 1,400,070 20,199,930 0.40 ％ 令和19年3月20日

令和 2 年度 地方公共団体金融機構 令和3年3月25日 67,100,000 6,710,000 13,420,000 53,680,000 0.04 ％ 令和13年3月20日

令和 2 年度 地方公共団体金融機構 令和3年3月30日 13,700,000 685,000 1,370,000 12,330,000 0.30 ％ 令和23年3月20日

900,000,000 41,439,043 281,176,524 618,823,476

償　　　還　　　高

当年度償還高 償還高累計

計

種      　　　　　　類 発行年月日 発行総額 未償還残高 利率 償還終期 備　考

企
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
債
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注記

（１）固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
建物 50年
構築物 10～40年
機械及び装置 15年

ロ 無形固定資産
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
ダム使用権 55年

（２）引当金の計上方法
イ 退職給付引当金

　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するた
め退職給付引当金は計上していない。

ロ 賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金975,000円を取り崩した。

１ 重要な会計方針
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